
 

（様式１－３） 

塩竈市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

平成 24年 4月時点 

NO. 22 事業名 石堂地区災害公営住宅整備事業 事業番号 D-4-3 

交付団体 塩竈市 事業実施主体（直接/間接） 塩竈市（直接） 

総交付対象事業費 391,700（千円） 全体事業費 391,700（千円） 

事業概要 

今次津波及び地震により住宅を失った被災者のうち、仮設住宅期間満了後、住宅の自力再建が困難な市

民を対象として、低廉な家賃で入居でき、安心して住み続けられる災害公営住宅を整備・確保する。市内

の高台地域に位置する石堂地区に用地を確保し、災害公営住宅 15戸を整備する。 

 

「塩竈市震災復興計画」 

Ｐ13 「6．復興基本計画」（1）住まいと暮らしの再建 ①安全に暮らせる住宅の再建 ■復興の方向性 

3．災害公営住宅などによって住宅再建を支援します。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

○UR都市再生機構へ要請 

○測量、基本設計、実施設計 

○宅地造成工事 

＜平成 25年度＞ 

 ○宅地造成・建築工事 

 ○UR都市再生機構より財産取得（買取・譲渡） 

 

東日本大震災の被害との関係 

今次津波及び地震により甚大な被害を受けた塩竈市では、住宅が流出もしくは全壊した被災者等のため

応急仮設住宅が 206戸（本土 158戸、浦戸地区 48戸）建設され、当面の住まいの確保が図られた。 

 仮設住宅の入居者には高齢者が多く含まれ、仮設住宅期間満了後、自力での住宅再建が困難な被災者が

多く想定されることから、これら被災者への住宅確保の必要性に迫られている。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

塩竈市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

平成 24年 4月時点 

NO. 23 事業名 桂島地区災害公営住宅整備事業 事業番号 D-4-4 

交付団体 塩竈市 事業実施主体（直接/間接） 塩竈市（直接） 

総交付対象事業費 584,800（千円） 全体事業費 584,800（千円） 

事業概要 

次津波により居宅を失い、自力再建が困難な被災者を対象に公営住宅の整備を行う。なお、整備場所選

定にあたっては、被災者の意見や入居者の安全性を踏まえ、集落に隣接した高台移転を行う。また、高齢

化率が高い地区であることを考慮し、高齢者に配慮した住宅を整備するなど良好な居住環境の確保と防災

機能の向上を図る。 

当該事業は、塩竈市震災復興計画において、「グループホーム的な集合住宅によるコンパクトな居住地形

成」、「安心して住み続けられる生活環境の形成」といった復興の方向性（Ｐ37）に即し実施する。また、「浦

戸地区の復興イメージ」（Ｐ39）における復興事業として位置付ける。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

○UR都市再生機構へ要請 

○測量、基本設計、実施設計 

○宅地造成工事 

＜平成 25年度＞ 

 ○宅地造成・建築工事 

 ○UR都市再生機構より財産取得（買取・譲渡） 

 

東日本大震災の被害との関係 

浦戸諸島に位置する桂島は、地震及び津波により建物の全壊 49 戸、大規模半壊 10 戸、半壊 5 戸等の被

害を受け、また同時に集落全体の地盤沈下により、満潮時には集落道や宅地への浸水、冠水が恒常化して

いる。 

長期化しているこのような被害は、住宅再建の障害になるばかりでなく、住民の島外生活を強いる等住

民生活への影響が顕著となっている。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 



 

（様式１－３） 

塩竈市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

平成 24年 4月時点 

NO. 24 事業名 野々島地区災害公営住宅整備事業 事業番号 D-4-5 

交付団体 塩竈市 事業実施主体（直接/間接） 塩竈市（直接） 

総交付対象事業費 377,400（千円） 全体事業費 377,400（千円） 

事業概要 

今次津波により居宅を失い、自力再建が困難な被災者を対象に公営住宅の整備を行う。なお、整備場所

選定にあたっては、被災者の意見や入居者の利便性、高齢化率が高い地区であることを踏まえ、現集落地

内のうち被害が小さかった箇所を選定したうえで、宅地盤の嵩上げ等による安全性に配慮した計画とする。

また、高齢者に配慮した住宅等を整備するなど良好な居住環境の確保と防災機能の向上を図る。 

当該事業は、塩竈市震災復興計画において、「グループホーム的な集合住宅によるコンパクトな居住地形

成」、「安心して住み続けられる生活環境の形成」といった復興の方向性（Ｐ37）に即し実施する。また、「浦

戸地区の復興イメージ」（Ｐ39）における復興事業として位置付ける。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

○UR都市再生機構へ要請 

○測量、基本設計、実施設計 

○宅地造成工事 

＜平成 25年度＞ 

 ○宅地造成・建築工事 

 ○UR都市再生機構より財産取得（買取・譲渡） 

 

東日本大震災の被害との関係 

浦戸諸島に位置する野々島地区は、地震及び津波により建物の全壊 42 戸、大規模半壊 14 戸、半壊 2 戸

等の被害を受け、また同時に集落全体の地盤沈下により、満潮時には集落道や宅地への浸水、冠水が恒常

化している。 

長期化しているこのような被害は、住宅再建の障害になるばかりでなく、仮設住宅や住民の島外生活を

強いる等住民生活への影響が顕著となっている。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

塩竈市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

平成 24年 4月時点 

NO. 25 事業名 寒風沢地区災害公営住宅整備事業 事業番号 D-4-6 

交付団体 塩竈市 事業実施主体（直接/間接） 塩竈市（直接） 

総交付対象事業費 299,710（千円） 全体事業費 299,710（千円） 

事業概要 

今次津波により居宅を失い、自力再建が困難な被災者を対象に公営住宅の整備を行う。なお、整備場所

選定にあたっては、被災者の意見や入居者の安全性を踏まえ、集落背後に高台移転を行う。また、高齢化

率が高い地区であることを考慮し、高齢者に配慮した住宅等を整備するなど良好な居住環境の確保と防災

機能の向上を図る。 

当該事業は、塩竈市震災復興計画において、「グループホーム的な集合住宅によるコンパクトな居住地形

成」、「安心して住み続けられる生活環境の形成」といった復興の方向性（Ｐ37）に即し実施する。また、「浦

戸地区の復興イメージ」（Ｐ39）における復興事業として位置付ける。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

○UR都市再生機構へ要請 

○測量、基本設計、実施設計 

○宅地造成工事 

＜平成 25年度＞ 

 ○宅地造成・建築工事 

 ○UR都市再生機構より財産取得（買取・譲渡） 

 

東日本大震災の被害との関係 

浦戸諸島に位置する寒風沢地区は、地震及び津波により建物の全壊 50戸、大規模半壊 15戸、半壊 11戸

等の被害を受け、また同時に集落全体の地盤沈下により、満潮時には集落道や宅地への浸水、冠水が恒常

化している。 

長期化しているこのような被害は、住宅再建の障害になるばかりでなく、仮設住宅や住民の島外生活を

強いる等住民生活への影響が顕著となっている。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

塩竈市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

平成 24年 4月時点 

NO. 26 事業名 藤倉二丁目地区下水道事業 事業番号 D-21-1 

交付団体 塩竈市 事業実施主体（直接/間接） 塩竈市（直接） 

総交付対象事業費 72,000（千円） 全体事業費 672,000（千円） 

事業概要 

(藤倉２号雨水幹線整備事業) 

・管渠Φ2,200～□1,100×1,100   L=780m 

「塩竈市震災復興計画」 

Ｐ21 「6．復興基本計画」（2）安全な地域づくり ②公共施設の早期復旧と震災対応力の強化、整備促進 

 ■復興の方向性 

2．道路や公園を嵩上げするなど、防災の視点を入れた機能強化や下水道施設等の浸水対応力を強化しま

す。さらに、病院、上下水道施設の耐震化や更新を推進します。 

Ｐ35 「7．沿岸地区の復興イメージ」（4）藤倉地区 ■復興の方向性 

道路の早期復旧や地盤嵩上げ、下水道施設の機能強化を推進し地区内の冠水解消を図るなど、良好な居

住環境を整備します。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

○地質調査、実施設計 

＜平成 25年度＞ 

 ○下水道工事（～平成 27年度まで）  

 

  

東日本大震災の被害との関係 

藤倉地区では、東北地方太平洋沖地震による地盤沈下及び津波の浸水により甚大な被害を受け、現在も

降雨によって地区内道路及び宅地に浸水被害が生じている。 

(H23.9.21 台風 15号により約 110戸浸水) 

 今回、実施を予定している地区の面的整備と合わせて当該施設を整備することにより、居住環境の向上

と今後同規模の津波による浸水があった場合でも早期に排水することが可能となる。 

 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


